
Q

なぜ、民事信託について理解しておかなければならないのでしょうか？

どの程度、理解しておく必要がありますか？

Ａ

現在、社会的に「民事信託」が注目を集めていますが、社会全体として正しい理解
がされているとはいいがたい状況です。

また、高齢者本人が「民事信託」を検討する場合もありますが、その周囲の方がそ
れぞれの思惑で検討されている例も多く見受けられます。

そのなかで「民事信託を利用すれば成年後見制度の利用を回避できる。」などと不
適切な助言をする関係者が存在することも事実です。

よって、中核機関としては、高齢者の権利擁護の観点から、成年後見制度の隣接
する制度として適切なアドバイスができるよう、また、適切な専門職や関係団体に
相談をつなげられるよう、民事信託に関する一次相談の窓口として必要な知識を
得ておく必要があります。



Q

財産の移転とは、具体的には、不動産の名義が換わる、預貯金の名義が代わると
いうことですか？贈与とは違いますか？

Ａ

売買や贈与とは違います。

「信託」として、その財産の帰属先が委託者から受託者に移転して、その財産に関
する権利と義務が受託者に帰属します。









Ｑ

１．信託契約の締結は、公正証書と決まっているものですか？

Ａ

１．一部を除いて信託契約は公正証書でしなければならないわけではありません
が、契約内容の真正の担保、改ざんの防止の観点から公正証書で作成することが
望ましいでしょう。

①推定相続人全員の合意が取れていないケース、②委託者の意思能力に疑義
を呈されかねないケース、③数十年の長期にわたり続くと見込まれるケースなどは
、公正証書化することが特に重要と思われます。また、信託口口座開設の条件とし
て公正証書化を要求する金融機関もあります。

Q

２. 受託者候補者がその地位を受けない場合とは、具体的にどのような場合です
か？

A

２．信託の受託者はその責任と事務負担が求められますので、それらを自身で担
えないと思われることが考えられます。



Q

３．自己信託の不適切な活用による濫用・トラブルとは？

A

３. 委託者と受託者が同一人であることから、執行免脱、財産隠匿等の委託者の
債権者に対する詐害行為が主に懸念されています。





Q

とても、一般人の知識でできるものと思えないのですが、受託者とは具体的にどの
ような人がなっているのですか？

このような知識に乏しい人が受託者の場合、誰か専門職が支援をしているもので
すか？

Ａ

専門職の支援を受けながら家族が受託者となるケースが想定されています。





Q

「信託行為の定め」とは具体的にはどのようなことですか？

A

信託契約や遺言信託の内容として、受益者、信託の目的、信託財産、管理・処分
の方法、終了事由等を具体的に定めたものです。









Q

「家族信託のほうが任意後見よりも良いって聞いたんだけど、どうなのかしら？」と
いう相談をご本人からされた場合、どのような点に注意して相談対応したら良いで
しょうか？

Ａ

任意後見制度と信託はそれぞれ機能が違いますので、スライド51を利用しながら
それぞれのメリットとデメリットを説明して下さい。

Q

ご家族から同様の相談を受けた場合に、ご本人からの相談とは別に注意した方が
良い点がありますか？

Ａ

信託の当事者（委託者）は家族ではなく高齢者本人ですので、本人の判断能力の
状況や各制度利用の意向について確認してください。

また、周囲の意向が先行する場合も考えられますので、本人の利益にとってどのよ
うな制度利用が望ましいか、という観点が重要であることを説明してください。



Q

信頼できる「民事信託」の相談窓口とは、どのようなところですか？？

Ａ

現状では民事信託に精通した専門職はそれほど多数存在するわけではありませ
ん。

専門職団体に照会する等して各地域で適切な担い手を探してください。

Q

紹介する場合の注意点がありますか？

Ａ

一機関のみを紹介するのではなく、複数の機関を並立的に紹介してください。

また、専門職の場合はその個人を紹介するのではなく、複数の専門職団体を提示
して、そこから推薦を得られるように紹介してください。






